

















学 位 記 番 号 法 博 第 5 号
学 位 授与 年 月 日 昭 和36年3月24日
学位 授 一与 の要 件 学位規則第5条 第1項 該当
研究科専門課程 東北大学大学 院法学研究科
(博士課程)私 法学 専攻
学 位 論 文 題 目 民事訴訟に誇ける真実義務について
論 文 審 査 委 員 (主査)
教授 斎 藤 秀 夫 教授 鴨 良 弼
論 文 内 容 の 要 旨
1.本学位論文 「民事訴訟におけ る真実義務 について」は,民 事紛争 の解決 の場合 に,当 事者は
虚言に よつて勝訴 したり或 は訴 訟の引延ば しを策 した りす ることが許 され るか,と い う民事訴訟法
上 の根本問題の一つであるいわゆる真実義務につ いて研 究 した もので ある。
2.内 容は四部よりな り,そ の前後に 「序言」 と 「結論 」を付 して いる。 「一」一 「信義 則につ
いて」,「 二」一 「真実義務が明文化 される迄」,「 三」一 「ドイツにおける学説 ・判例」,「四」
一 「日本におけ る学説.判 例」の四部に分けて論 じている。
「序言」 においては 、本論文の 目的について述べている。すなわ ち.「 曲り角」 に来ているとい
われ る民事訴訟法 一 法律 としても明治23年に ドイツ民事訴訟法 を継 受 して制定 されたものであり,
終戦後 の英米法の継受による従来 の訴訟観 との相剋,こ れ らの問題の解決 のためには出発点に立帰
つて訴訟制度の根本 か ら考え直 さねばならぬとする見地 か ら,殊 に倫理 的色彩 の薄 いといわれ る民
事訴 訟法 一 の領域において信義則が果 す役割 につ いて考察 するのが本論文の 目的で ある ことを明
らかに し,わ が 国最初の民事訴訟法草案である,ド イツ人テ ツヒヨウの起草 した,い わゆるテ ツヒ
ヨウ草案に存在 した真実義務 の規定 の再評価 をする必要が あることを力説する。
「一」一 ・「信義則 につ いて」においては,真 実義務 の基 礎観念を明かにするため・信義則のロ
ーマ法以来果 して きた機能について論 じている。
「二」一 「真実義務が明文化され る迄」は,1933年10,月27日の ドイツ民事訴訟法第138条
に真実義務が明文化され るまでの史的発展を ドイツのみならず,オ ー ス トリー など各国にっいてあ
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とづけた ものである。
「三」一 「ドイツに澄ける学説 ・判例」においては,真 実義務に関す る最 も豊 富な資料 である
ドイソの学説,判 例のほ とん どすべての ものについて汎ね く渉猟 して,そ の所説を明かに した もの
である。肯定論 の代表者 であるヘル ウイヒと,否 定論 の代表者であるワソバを始め として,最 近に
いたるまでの,こ れに関する論文はすべて網羅的に取 扱われ ている。 ドイツの判例 も,真 実義務に
関す る限 り遺憾な くその探索に努めている。
「四」 一 「日本 における学説 ・判例」においては.い や しくも真実義務に関係 を もつ限 り,そ
れについて論 じている。判例 につ いては,訴 訟詐欺の事実 などを さがすため民事事 件だけで な く刑
事事件に も素材 を求めてい る。
「結論」 においては.真 実義務の肯定論,否 定論 は,国 家制度の下に冷け る民事訴訟制度 をいか
に見る かに よつて わかれてくるものであることを明 らかに し,ド イツの1933年以後の国家観 な らび
に民訴観,冷 よび終戦後の英米法 の影響を受けてわが国 に も現われた訴 訟のスポー ツ的見解 を批判
し,わ が国 最初の 民事訴 訟法草案 であるテ ツヒヨウ草案につ いて再吟味 を試み,真 実義務の再認識
の必要を論定 して いる 。
論 文 塞 査 結 果 の 要 旨
本論 文は,筆 者が大学院修士課程入学以来7年 にわたつて精励 し専念 した研究の成果 である。そ
の主 な特 色は.真 実義務が1933年10月27日の ドイツ民事訴訟法 に採 り入 れ られるまでの史的発展
を明 らかに した こと,澄 よび真実義務 を徒 らに観念 的に強調す ることなく,弁論主義 との関係や実
定法的効果,特 に真実義務に違背 した訴訟行為の法的効果についてまで詳細 に追求 した点で あり,
また筆者が最 も苦心を払 つた点は広 く文献の蒐集に当つた ことであつて,そ れはデル'ヴ エキオの
著書 に も,民事訴訟における真実義務についての論及があることを探索 して きていることな どに も
見 られることである。
わが学界においては,こ の問題 に関する独立 の論文は極 めて少な く,し か も,1933年の ドイツ民
事訴訟法 が真 実義務 を明文 化 した当初の もの に過 ぎず,筆 者 の本論文 のよ うな詳細 な研 究は全 く存
在 しなかつた ものである。民事訴訟法の根本問題である真実 義務について,そ の問題の本質 とその
実際上の最 も重要 な効果 について新 しい見地か ら正 し く論 旨 を展 開 し批判 した点 に少か らず創意
が見出 される。
以上の理由に より本 論文 は法学博 士の学位 を授 与すべ きもの と判定 し,審査 の結果 を報告する。
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